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せ旨 
産官学の㐃携は、現在のⱥㄒ教⫱に不可欠なㄢ㢟である。本研究は、各⮬治体が教⫱委員会な

どを㏻じて取り⤌んでいるⱥㄒ教⫱のテーマをㄪ査、共有し、今後のⱥㄒ教⫱に多ゅ的に㈉献

する目的で発㊊した。本年度は、昨年度のㄪ査⤖果を㋃まえ、㒔㐨府県および市の教⫱委員会

を対㇟に、さらに大つ模なアンケートㄪ査を⾜った。本報告では、昨年度のㄪ査⤖果より得ら

れた㸵つのⱥㄒ教⫱のテーマに焦点を当て、⮬治体の各テーマの㔜ど度を 6 件法で、具体的な

取り⤌みを⮬由グ㏙の形で㉁問した。前⪅はグ㏙⤫ィ及びクラスタ分析を、後⪅はコーディン

グ及びテキストマイニングを用いて分析した。その⤖果、㸵つのテーマに㛵して、㒔㐨府県の

回答の方が市レベルよりも㧗い㔜ど度㸦平均値㸧を示す傾向があり、また⮬由グ㏙では、㒔㐨

府県が政策の大枠に㛵する様々な取り⤌みを示す一方で、市レベルでは、より実㊶的な共㏻㸦㢮

似㸧の取り⤌みを示唆する回答が多かった。 
 
 キーワード㸸⮬治体、アンケートㄪ査、㸦㒔㐨府㸧県教委、市教委、ⱥㄒ教⫱研究テーマ  
 
1. はじめに 
 大学ⱥㄒ教⫱学会㛵東支㒊では「全国㒔㐨府県ⱥㄒ

教⫱研究のテーマ」をㄪ査研究する特別委員会を 2018
年度に発㊊させた。その目的は、各⮬治体がⱥㄒ教⫱

についてどのような研究テーマを掲げ、どのような取

り⤌みを⾜っているのかについての実態ㄪ査を⾜い、

全国の⮬治体と研究成果を広く共有することで、ⱥㄒ

教⫱の発展に多ゅ的に㈉献することである。 
 2018 年度は、47 㒔㐨府県と 20 の政令指定㒔市に属

する教⫱委員会に対し、各⮬治体が㐍めている、もし

くは㔜どしているⱥㄒ教⫱の研究テーマをㄪ査した。

㉁問⣬ㄪ査の回答データを㔞的・㉁的に分析した⤖果、

各⮬治体が㐍めるⱥㄒ教⫱研究のテーマは「1. コミュ

ニケーション⬟力㣴成」「2. 四技⬟⤫合」「3. 児童・生

徒の主体性」「4. 㐃携・協働」「5. 国㝿理ゎ」「6. グロ

ーバル化」「7. ふるさと」というキーワードに分㢮でき

ることが明らかになった。各キーワードの具体的な内

容を⾲ 1 に示す。ヲ⣽は奥切他㸦2019㸧、㣤田他㸦2019㸧、
JACE7 㛵東支㒊特別研究プロジェクト㸦2019㸧を参照

されたい。 
 
⾲ 1. 2018 年度ㄪ査で抽出されたⱥㄒ教⫱研究テーマと目標 
1. コミュニケーション⬟力㣴成 

実㝿の場㠃で「使える」ⱥㄒ、特に目的や状況に応じ

て対応できるコミュニケーション⬟力の⫱成が目標 
2.  ⤫合 

4 技⬟⤫合型のゝㄒ活動を指導できる教員研修を⾜う

ことが目標 
3. 児童・生徒の主体性 

一人ひとりの学⩦⪅に㓄慮し、探究型学⩦など、学⩦

⪅参加型の授業を㛤発することが目標 
4. 㐃携・協働 

小学校、中学校、㧗等学校の教⫱・研究の㐃携や、系

⤫性を持ったⱥㄒ教⫱プログラムの構築が目標 
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5. 国㝿理ゎ 
生きる力を㣴うために国㝿理ゎ教⫱を推㐍し、国㝿感

ぬを㣴っていくことが目標 
6. グローバル化 

グローバル社会で活㌍できる児童・生徒の⫱成が目標 
�. ふるさと 

外国ㄒ㸦ⱥㄒ㸧教⫱と⮬国・地域理ゎを㛵㐃づけ、ア

イデンティティを⫱むことが目標 
 
 一㐃の分析⤖果から㒔㐨府県単位でのⱥㄒ教⫱研究

のテーマは把握できたものの、市区町村レベルではど

のような研究テーマが㐍められているのかについては

未ゎ明であった。そこで、2019 年度のㄪ査では、全国

の㒔㐨府県に加えて、各市の教⫱委員会におけるⱥㄒ

教⫱研究の現状とㄢ㢟を把握することを目的とした注㸯。 
 
2. 研究方法 
2.1 ㄪ査対㇟ 
 47 㒔㐨府県教⫱委員会㸦以下、県教委または㒔㐨府

県教委㸧と 815 の市教⫱委員会㸦市教委㸧をㄪ査対㇟

とした。 
 
2.2 ㉁問⣬の作成とㄪ査の方法 
⾲1に挙げた7つのⱥㄒ教⫱研究テーマについて、㸦D㸧 

それぞれをどの程度㔜せどしているか、㸦E㸧具体的な

取り⤌みの内容は何かについて回答を得る㉁問⣬を作

成した。各テーマの㔜せ度については 6 件法で㉁問し

た㸦1. まったく㔜どしない、2. 㔜どしない、3. あまり

㔜どしない、4. 少し㔜どしている、5. 㔜どしている、

6. とても㔜どしている㸧。取り⤌みの具体的な内容につ

いては、⮬由グ㏙による回答を求めた。㡯目 6F のみ「は

い・いいえ」の 2 択による回答を求めた。⾲ 2 に㉁問

内容とゎ答方法を示す。 
 
⾲ 2. ㉁問⣬の㡯目内容と回答方法 
回答 㡯目内容 
グ㏙ 0D. ⱥㄒ教⫱について、参⪃にしている⮬治体があれ

ば、⮬治体名とその理由を回答してください。 
グ㏙ 0E. ⱥㄒ教⫱政策に㛵して、㈗⮬治体の独⮬の取り⤌

みはありますか 
6 件 1D. ㈗教⫱委員会は、研究テーマ「コミュニケーショ

ン⬟力㣴成」をどの程度㔜どしていますか。 
グ㏙ 1E. どのような取り⤌みをしていますか 
6 件 2D. ㈗教⫱委員会は、研究テーマ「4 技⬟⤫合」をど

の程度㔜どしていますか。 
グ㏙ 2E. どのような取り⤌みをしていますか 
6 件 3D. ㈗教⫱委員会は、研究テーマ「児童・生徒の主体

性」をどの程度㔜どしていますか。 
グ㏙ 3E. どのような取り⤌みをしていますか 
6 件 4D. ㈗教⫱委員会は、研究テーマ「㐃携・協働」をど

の程度㔜どしていますか。 
グ㏙ 4E. どのような取り⤌みをしていますか 
6 件 5D. ㈗教⫱委員会は、研究テーマ「国㝿理ゎ」をどの

程度㔜どしていますか。 

グ㏙ 5E. どのような取り⤌みをしていますか 
グ㏙ 5F. 国㝿理ゎに㛵して、具体的にどのような国や地域

を念㢌に⨨いていますか。その理由も教えて下さ

い 
6 件 6D. ㈗教⫱委員会は、研究テーマ「グローバル化」を

どの程度㔜どしていますか。 
グ㏙ 6E. どのような取り⤌みをしていますか 
2 件 6F. 国㝿化とグローバル化を明確に区別しています

か。 
グ㏙ 6G. 上の㉁問 (「国㝿化とグローバル化を明確に区別

していますか。」) の回答が「はい」の場合、ど

のような区別か教えてください。「いいえ」の場

合、どのように⪃えて「いいえ」と判断したか教

えてください㸦⮬由グ㏙㸧。 
6 件 7D. ㈗教⫱委員会は、研究テーマ「ふるさと」をどの

程度㔜どしていますか。 
グ㏙ 7E. どのような取り⤌みをしていますか 
 

2019 年 7 月に、各⮬治体に㉁問⣬を㒑㏦した。各教

⫱委員会内で最もⱥㄒ教⫱にヲしい人物が回答⪅とな

るよう指示し、2019 年 9 月末日までに、:HE もしくは

㒑㏦で回答を㏦るよう依㢗した。なお、回答した⮬治

体が特定されるような形でデータを公⾲しないなど、

各⮬治体に対して想定される不利益が㉳こらないよう

㓄慮した。 
 
2.3 分析方法 
 ㉁問⣬の回収率は全体で 31%㸦266 件㸧、㒔㐨府県単

位では 40%㸦19 件㸧、市単位では 30%㸦245 件㸧であっ

た。データ入力⪅と確ㄆ⪅をそれぞれ分けてデータの

㞟ィを⾜った。 
 各⮬治体の傾向を㔞的に分析するにあたって、平均

値や中央値などのグ㏙⤫ィ、および回答の割合を算出

した。また、各㉁問㡯目に対する回答が似た傾向を示

す⮬治体を層別化するためにクラスタ分析㸦ユークリ

ッド平方㊥㞳による :DUG 法㸧を⾜った。 
 各⮬治体の⮬由グ㏙に対する回答は、コーディング

およびテキストマイニング用いて分析した。 
コーディングにあたっては、まず抽出した⮬由グ㏙

回答文に暫定的にコーディングをした後、暫定版のコ

ーディング・システムを用いて再分析し、コーディン

グに修正を施した。その後、コーディング・システム

を確定・構築し、各コードの定⩏付けを⾜うことによ

ってⱥㄒ教⫱に係る主㢟を抽出した。 
また、分析に㝿し、コーディングといった手法のみ

では分析⪅の恣意的・主ほ的せ⣲が混入し、客ほ的と

はゝい㞴いゎ㔘になってしまうことがある。客ほ性を

担保する方法として、テキストマイニングの手法も用

い、特に㒔㐨府県教委と市教委の相㐪について分析す

ることとした。分析には KH Coder Version: 3.Alpha.17g)
を用いた。 
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3. 㔞的分析の⤖果と⪃察 
 ⾲ 3 に、ⱥㄒ教⫱研究 7 テーマの㔜せ度に㛵する、

全⮬治体のグ㏙⤫ィを示す。平均値は 4.71 から 5.33 の

範囲にあった。中央値はすべての㡯目において 5.00 と

なった。これらの⤖果は、各⮬治体が 7 つのⱥㄒ教⫱

研究テーマに対して、どれも「㔜どしている」と回答

する傾向にあったことを示唆している。 
 
⾲ 3. 全⮬治体のグ㏙⤫ィ 
ⱥㄒ教⫱研究テーマ Q M MdQ SD MiQ Ma[ 

1. 㺘㺮㺋㺤㺗㺎㺚㺌㺻⬟力㣴成 186 5.33 5.00 0.70 2 6 
2. 四技⬟⤫合 181 4.81 5.00 0.95 1 6 
3. 児童・生徒の主体性 178 5.09 5.00 0.73 3 6 
4. 㐃携・協働 180 5.02 5.00 0.75 3 6 
5. 国㝿理ゎ 182 4.76 5.00 0.79 2 6 
6. グローバル化 174 4.71 5.00 0.85 3 6 
7. ふるさと 179 4.76 5.00 1.01 1 6 
 
 ⾲ 4 に㒔㐨府県単位でのグ㏙⤫ィを示す。平均値は

5.06 から 5.76 の範囲にあり、中央値は 5.00 から 6.00 の

範囲にあった。また最㢖値はすべての㡯目において 6
という⤖果であった。すなわち、全体の⤖果と比㍑し

て、㒔㐨府県単位では 7 テーマの㔜せ度をより㧗くホ

価する傾向にあったとゝえる。 
 
⾲ 4. 㒔㐨府県単位のグ㏙⤫ィ 
ⱥㄒ教⫱研究テーマ Q M MdQ SD MiQ Ma[ 

1. 㺘㺮㺋㺤㺗㺎㺚㺌㺻⬟力㣴成 17 5.76 6.00 0.44 5 6 
2. 四技⬟⤫合 17 5.59 6.00 0.51 5 6 
3. 児童・生徒の主体性 16 5.44 5.50 0.63 4 6 
4. 㐃携・協働 17 5.47 6.00 0.62 4 6 
5. 国㝿理ゎ 17 5.18 5.00 0.81 4 6 
6. グローバル化 16 5.50 6.00 0.63 4 6 
7. ふるさと 16 5.06 5.00 0.85 4 6 
 
 ⾲ 5 は市単位のグ㏙⤫ィを示している。中央値は 5.00
であったものの、平均値は 4.63 から 5.29 の範囲にあり、

㒔㐨府県単位と比㍑して各テーマのホ定値が下がる傾

向にあった。回答 6㸦とても㔜どしている㸧を㑅択した

割合を㒔㐨府県と市で ] 検定により比㍑した。その⤖果

「ふるさと」を㝖く 6 㡯目で、㒔㐨府県の方が「とて

も㔜どしている」と回答する傾向にあることがわかっ

た。具体的な数値を⾲ 6 に示す。 
 
⾲ 5. 市単位のグ㏙⤫ィ 
ⱥㄒ教⫱研究テーマ Q M MdQ SD MiQ Ma[ 

1. 㺘㺮㺋㺤㺗㺎㺚㺌㺻⬟力㣴成 169 5.29 5.00 0.70 2 6 
2. 四技⬟⤫合 164 4.73 5.00 0.95 1 6 
3. 児童・生徒の主体性 162 5.06 5.00 0.73 3 6 
4. 㐃携・協働 163 4.98 5.00 0.75 3 6 
5. 国㝿理ゎ 165 4.72 5.00 0.78 2 6 
6. グローバル化 158 4.63 5.00 0.82 3 6 
7. ふるさと 163 4.73 5.00 1.02 1 6 
 

⾲ 6. 回答 6 の割合に対する㒔㐨府県と市の比㍑ 
ⱥㄒ教⫱研究テーマ 㒔㐨府県 市 

1. 㺘㺮㺋㺤㺗㺎㺚㺌㺻⬟力㣴成 77% 40% 
2. 四技⬟⤫合 59% 19% 
3. 児童・生徒の主体性 50% 27% 
4. 㐃携・協働 53% 23% 
5. 国㝿理ゎ 41% 14% 
6. グローバル化 56% 15% 
7. ふるさと 38% 24% 
 
 さらに、市単位の回答データに対し、㢮似の回答パ

タンを示す市とその特徴を検ドするためにクラスタ分

析を⾜った⤖果、⾲ 7 に示す 3 つのクラスタが抽出さ

れた。クラスタ 1 は 7 つのテーマのうち 6 つを「㔜ど

する」と回答し、グローバル化のみ「少し㔜どする」

と回答するグループであった。クラスタ 2 は、7 つのテ

ーマすべてに対し「とても㔜どする」と回答していた。

最後にクラスタ 3 は、コミュニケーション⬟力⫱成を

「㔜どする」のに対し、その他のテーマは「少し㔜ど

する」、また「ふるさと」は「あまり㔜どしない」と回

答していたことが分かった。 
 
⾲ 7. クラスタ分析による市単位の下位分㢮 

回答 
クラスタ 1 

(Q = 93、 61%) 
クラスタ 2 

(Q = 37、 24%) 
クラスタ 3 

(Q = 23、 15%) 

とても 
㔜どする  

㺘㺮㺋㺤㺗㺎㺚㺌㺻 
四技⬟⤫合 
主体性 
㐃携・協働 
国㝿理ゎ 
グローバル化 
ふるさと 

 

㔜どする 

㺘㺮㺋㺤㺗㺎㺚㺌㺻 
四技⬟⤫合 
主体性 
㐃携・協働 
国㝿理ゎ 
ふるさと 

 㺘㺮㺋㺤㺗㺎㺚㺌㺻 

少し 
㔜どする グローバル化  

4 技⬟⤫合 
主体性 
㐃携・協働 
国㝿理ゎ 
グローバル化 

あまり 
㔜どしない   ふるさと 

 
 このように、昨年度のㄪ査より得られた 7 つのⱥㄒ

教⫱研究テーマについて否定的な回答を示す傾向がぢ

られなかったことから、奥切他 㸦2019㸧 で抽出した

「ⱥㄒ教⫱ 7 テーマ」の㔜せ度は㧗いということが、

本ㄪ査からも⿬付けられた。しかしながら、市単位で

は㉁問㡯目に対する無回答も多く 㸦31%から 36%㸧、こ

うしたテーマでⱥㄒ教⫱の研究を⾜っていない⮬治体

もあることが示唆された㸦例えば、市単位では「コミ

ュニケーション⬟力⫱成」を㝖く 6 テーマに対し、「と
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ても㔜どしている」と回答する割合が㒔㐨府県と比㍑

して低くなっていた㸧。次節では、㒔㐨府県単位と市単

位でⱥㄒ教⫱研究のテーマに対するど点が異なる可⬟

性について、⮬由グ㏙回答の分析⤖果を報告する。 
 
4. ㉁的分析の⤖果と⪃察 
4.1 ⱥㄒ教⫱㸵テーマにおける㒔㐨府県・市教委の特徴 
コーディングによって抽出された㒔㐨府県・市それ

ぞれのⱥㄒ教⫱の取り⤌みに㛵する特徴について、⾲ 8
にその⤖果を示す。 
 
⾲ 8. ⱥㄒ教⫱ 7 テーマ、11 㡯目から成る⮬治体の回答とそ

れぞれの特徴  
㒔㐨府県教委 市教委 

1.ⱥㄒ教⫱の取り

⤌みについて参

⪃にしている⮬

治体名 

・福井県 
・東京㒔 
・秋田県 
・⩌㤿県 
・岩手県 
・㟼岡県 
・徳島県 
・岐㜧県 

・さいたま市 
・㧗崎市 
・相模原市 
・川す町  
・成田市 
・岐㜧市 
・岡崎市 など 

2.独⮬の取り⤌み ・ⱥㄒ教⫱研究事業

㸦プロジェクト㸧 
・授業外での取り⤌

み 
・外㒊ヨ㦂 
・AL7 㓄⨨ 

3.コミュニケーシ

ョン⬟力㣴成の

取り⤌み 

・教員研修 
・授業外での取り⤌

み 
・授業実㊶ 

・AL7 活用 
・授業外での取り⤌

み 
・授業実㊶ 
・教員研修実施 

4.㸲技⬟⤫合の取

り⤌み 
・教員研修 
・教材㛤発 
・授業実㊶ 

・教員研修及びㅮ演

会の実施 
・異校種㛫での授業

ほ察 
・指導力・授業改善

の取り⤌み 
5.児童・生徒の主体

性の取り⤌み 
・小・中・㧗におけ

る全体的な取り

⤌み 
・㧗校での取り⤌み 

・教員研修 
・AL7 活用 
・授業作り及び授業

実㊶ 
6.㐃携・協働の取り

⤌み 
・小中㧗㐃携 
・小中㐃携 
・中㧗㐃携          
・小中㧗±県教委±
市教委㐃携 

・小中㐃携 
・小中㧗㐃携 
・保幼小中㐃携 
・幼小中㐃携 

7.国㝿理ゎの取り

⤌み 
・㧗校生の海外派㐵 
・海外留学支援 
・ⱥㄒ力強化事業 
・国㝿バカロレア導

入 

・AL7 活用 
・中学生の海外派㐵 
・オリンピック・パ

ラリンピック㛵

㐃事業との㐃携 
8. 国㝿理ゎで意㆑

する国や地域 
・ⱥㄒ圏 
・アジア 
・ヨーロッパ 

・ⱥㄒ圏 
・アジア 
・ヨーロッパ 
・アフリカ 

9.グローバル化の

取り⤌み 
・グローバル人材

事業 
・留学・ㄒ学研修

支援 

・外㒊ヨ㦂⿵助 
・短期留学・海外

派㐵事業 
・教員のスキルア

ップ 
10.グローバル化 
と国㝿化の㐪い 

・国㝿化㸻国家㛫 
・グローバル化㸻

世界つ模 

・国㝿化㸻国家㛫 
・グローバル化㸻

世界つ模 
11.ふるさとの取り

⤌み 
・教材作成 
・プロジェクト 
・ボランティアガ

イド㣴成 

・各教科との㐃携 
・教材作成 
・ボランティア活

動 

 
まず、「1. ⱥㄒ教⫱の取り⤌みについて参⪃にしてい

る⮬治体名」として、㒔㐨府県教委では福井県、東京

㒔、秋田県、⩌㤿県、市教委では、さいたま市㸦埼玉

県㸧、㧗崎市㸦⩌㤿県㸧、相模原市㸦神奈川県㸧、川す町

㸦山形県㸧などが挙げられた。参⪃にしている理由は

様々であったが、主に、子供の学力が数値的に㏆い、

パフォーマンステストの実施と授業改善の取り⤌みが

優れている、CEF5-A2 相当以上のⱥㄒ力を有する学生

の割合が多い、教⫱ㄢ程特例校制度による独⮬のⱥㄒ

教⫱を展㛤している、あるいは㏆㞄県・㏆㞄市である

という回答が得られた。 
 「2. ⱥㄒ教⫱政策に㛵する⮬治体独⮬の取り⤌み」

においては、㒔㐨府県では、主にⱥㄒ教⫱研究事業・

プロジェクトに積極的に取り⤌んでいるとの回答が得

られた。また、市教委においても、授業外での取り⤌

み㸦例 イングリッシュ・キャンプ、イングリッシュ・

デイ、スピーチコンテスト、留学生との交流㸧、外㒊検

定ヨ㦂実施及び受㦂助成㸦例 ⱥ検、G7EC㸧、AL7 を

増員し、積極的に登用している⮬治体が多くぢられた。 
 「3. コミュニケーション⬟力㣴成の取り⤌み」に㛵

しては、㒔㐨府県では、教員研修の実施に加えて、授

業外の取り⤌みとして㧗校生によるディベート大会、

イングリッシュ・キャンプ、㧗校生の海外ㄒ学研修を

実施していた。また、授業実㊶においても、CAN-DO
リストを活用した指導とホ価の実㊶、タブレットを活

用した「⪺く」「ヰす」⬟力向上を図る取り⤌みもぢら

れた。一方で、市教委では、AL7 に㛵するグ㏙が多く

ぢられ、AL7 の積極的登用、AL7 による研修会㛤催、

AL7 とのティーム・ティーチングを実施している⮬治

体が多くぢられた。また、授業外の取り⤌みとしては、

イングリッシュ・キャンプや中学生を対㇟とした海外

相互派㐵を実施している⮬治体もぢられた。 
 「4. 四技⬟⤫合の取り⤌み」では、㒔㐨府県では、

教員研修を実施する一方で、教材㛤発として、ⱥ四技

⬟テスト⤖果を活用した指導・ホ価モデルを作成した

り、四技⬟ホ価テスト㞟を発⾜したりする取り⤌みを

⾜っている⮬治体がぢられた。加えて、授業実㊶にお

いては、指定校での⤫合型の授業実㊶及び公㛤、ⱥㄒ

による発信力を⫱成する指導とホ価の実㊶研究に従事
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する⮬治体もぢられた。市教委においても、㒔㐨府県

同様、教員研修やㅮ演会が㢖⦾に⾜われている一方で、

中学校での四技⬟⤫合型の授業を小学校教ㅍが参ほす

るといった異校種㛫での授業ほ察を導入している⮬治

体もあった。 
「5. 児童・生徒の主体性に㛵する取り⤌み」では、

小・中・㧗における系⤫的な学⩦到㐩目標を CAN-DO
リストの形式で作成するヨみや㧗校におけるアクティ

ブ・ラーニング型授業㛤発支援プログラムを実施する

㒔㐨府県があった。一方、市教委では、地元大学との

㐃携による研修会の㛤催、AL7 とのやり取りを多く取

り入れたゝㄒ活動の促㐍、あるいは、問㢟ゎ決型・探

究型学⩦に基づく授業作りや振り㏉りによる学⩦⪅⮬

㌟の学⩦⤒㐣を可ど化する取り⤌みがぢられた。 
「6. 㐃携・協働における取り⤌み」では、㒔㐨府県

は、小・中・㧗の㐃携にとどまらず、県教委・市教委

との㐃携を強化している⮬治体もぢられた。こうした

㐃携を㏻して、異校種㛫の授業参ほを実施したり、合

同研修会を㛤催したり、CAN-DO リストの作成に取り

⤌んでいることがわかった。一方、市教委では、小・

中の㐃携のみならず、㸦保⫱園・㸧幼稚園から小学校・

中学校をつなぐ㐃携をヨみる⮬治体もぢられた。これ

は、市内の大多数の子供が公立幼稚園から就学すると

いう実情を⪃慮し、幼・小・中が㐃携することでカリ

キュラムを作成し、AL7 がそれぞれの学校で授業を担

当する取り⤌みであった。 
「7. 国㝿理ゎの取り⤌み」に㛵しては、㒔㐨府県で

は、㧗校生の海外ㄒ学研修・海外派㐵に積極的に取り

⤌んでいた。また、海外留学支援も⾜っていた。海外

留学以外の取り⤌みとしては、留学生とのゐれ合い交

流、国㝿バカロレア導入準備、イングリッシュ・キャ

ンプやスピーチコンテストを実施している⮬治体もぢ

られた。一方、市教委では、AL7 を積極的に活用する

ことに加えて、中学生の海外派㐵にも取り⤌んでいた。

また、姉妹㒔市との交流やオリンピック・パラリンピ

ック㛵㐃事業と⤡め、ホストタウンとしての国㝿交流

に取り⤌む⮬治体もあった。 
「8. 国㝿理ゎに㛵して念㢌においている国や地域」

は、㒔㐨府県・市ともに多様であった。㒔㐨府県では、

ⱥㄒ圏に加えて、教⫱交流協定・姉妹㛫交流としてド

イツ㸦ニーダーザクセン州㸧、台湾㸦新竹市㸧、中国、

㡑国、カンボジアや渡⯟の利便性㸦例 季節定期便㸧

を⪃慮し、㤶港など、在籍児童・生徒数を増やしてい

る学校との㛵係で、フィリピンやアラブ中東ㅖ国とい

う回答が得られた。一方、市教委では、AL7 の出㌟国

であるアメリカ、カナダ、イギリス、パキスタン、ガ

ーナ、フィリピン、メキシコ、キューバなどの国々が、

姉妹㒔市・友好㒔市としては、アメリカ㸦ナコーテス

市㸧、フィリピン㸦バコール市㸧、ブルガリア㸦シリス

トラ市㸧、イタリアが挙げられた。これらの国・地域に

加えて、オリンピック・パラリンピックのホストタウ

ンとして、ドイツ、ハンガリー、ベナン共和国、ラグ

ビー: 杯㛤催市として、フィジー、ウルグアイ、カナ

ダ、ナミビアいった多様な国・地域も回答として得ら

れた。 
 「9. グローバル化の取り⤌み」に㛵しては、㒔㐨府

県においては、グローバル人材事業を実施したり、留

学・ㄒ学研修支援を⾜なったりしていた。また、留学

生との交流事業にも積極的に取り⤌む⮬治体もぢられ

た。一方、市教委では、外㒊検定ヨ㦂⿵助、短期留学・

海外派㐵事業、⮬国文化を外国人ほ光客に⤂介する活

動を実㊶している⮬治体もあった。さらに、AL7 を積

極的に活用することで、グローバル社会に対応できる

人材⫱成に努めたり、教員のスキルアップ・派㐵事業

を実施することで、グローバル化に対応したりしてい

るという回答も得られた。 
 「10. 国㝿化とグローバル化の区別」に㛵しては、㒔

㐨府県・市教委ともに共㏻のぢゎが得られた。両⪅を

特に区別することなくⱥㄒ教⫱政策に取り⤌んでいる

⮬治体がぢられる一方で、国㝿化は、「国家㛫あるいは

2 国㛫」の㛵係を指し、グローバル化は、「物事を世界

つ模あるいは地球つ模」で物事を捉えるというㄆ㆑で

区別している教⫱委員会もあった。 
 最後に、「11. ふるさとに㛵する取り⤌み」では、㒔

㐨府県では、ふるさとを⤂介する教材を作成し、生徒

がⱥㄒでふるさとを⤂介できる力を⫱成したり、ふる

さとの㨩力についてプレゼンテーションを実施したり

するなどの取り⤌みがぢられた。また、㧗校において

は、外国人にふるさとのⰋさを⤂介する活動を支援す

ることで、ボランティアガイドを㣴成する⮬治体もあ

った。市教委においても、㒔㐨府県同様、地域の教材

作成やほ光地におけるⱥㄒボランティア活動に取り⤌

む⮬治体がある一方で、他教科との㐃携を意㆑してふ

るさと事業に取り⤌む⮬治体もぢられた。具体的には、

社会化の授業や⥲合的な学⩦の時㛫で学んだ㒓土に㛵

する内容を活用し、ⱥㄒの時㛫ではその㨩力を伝える

というゝㄒ活動を実施するものであった。 
 
4.2 テキストマイニングによる分析 
 次に、⮬由グ㏙をテキストマイニングした⤖果につ

いてグ㏙する。ただし、コーディングによる分㢮は済

んでいること、また⣬幅の㛵係から、以下の 2 点に焦

点をあてることとする。 
㸯つ目は、分析に取り上げる㡯目は、①「2. ⱥㄒ教

⫱政策に㛵する⮬治体独⮬の取り⤌み」と、②「8. 国
㝿理ゎに㛵して念㢌においている国や地域」の 2 㡯目

に⤠ることである。理由は、この 2 㡯目が、もっとも

グ㏙㔞が多かったことに加え、本ㄪ査の本㉁に最も強

く㛵わる内容であると⪃えられるからである。 
2 つ目は、「㸦㒔㐨府㸧県教委」と「市教委」とで、

グ㏙内容に相㐪があるか、という点に⤠って分析を⾜

う点である。なぜなら、今回のㄪ査の目的の一つは、
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両者の間の取り組みに相違があるかどうかを明らかに

することが目的の一つだからである。 
 まず、①「2. 英語教育政策に関する自治体独自の取

り組み」であるが、前処理をへて、弾き出された「抽出

語の出現頻度数」が表 9 であり、それを棒グラフで可視

化したのが 図１である。 
 
表 9．抽出語の出現頻度数    

 
図１．抽出語の頻度数 

 
 この頻度数は、高い順からそれぞれ「英語」「小学校」

「外国」「実施」「授業」となっている。これら抽出語

を Jaccard 係数に基づいて共起ネットワークを描画させ

る際、特に「（都道府）県教委」と「市教委」（外部変

数）に結びつきが強い語を可視化させた（図 2）。 
  回答した「（都道府）県教委」数は 19、「市教委」数

は 245 であり、回答数は圧倒的に「市教委」の方が「（都

道府）県教委」より多い。しかし、図 2 では「（都道府）

県教委」（右の四角）と結びついている語は 22 である

が、「市教委」（左の四角）と結びついている語はわず

か 12 である。回答数が少ない「（都道府）県教委」に

結びついている語の数が「市教委」の 2 倍近い数となっ

ていて、逆転現象が生じている。しかも「（都道府）県

教委」につながる語の頻度数はすべて少なく多様であ

る一方、「市教委」とつながっている語には、頻度の高

い語もある。以上のことから、「（都道府）県教委」と

結びついているのは「教材」「海外」「学校」など英語

教育政策的に大枠を示す事柄が、（頻度は低いものの）

多いことがわかる。一方、「市教委」と結びついている

のは、「市内」「小学校」「外国」「ALT」など、日々

の業務として、小学校・中学校を直接、指導・管理する

ことに関連する言葉が多いように思われる。しかもそ

れらは、多くの市教委において共通しているがゆえ、ま

とまったものとして扱われ、頻度数が高く認識された

のではないかと考えられる。 
 同様の傾向は、分析の数理モデルが異なるが、図 3 の

多重対応分析図でも確認できる。 
 

 
図 3. 多重対応分析 「（都道府県）県教委」と「市教委」  
 
「（都道府）県教委」（中央の四角）の周囲には、「教

材」「海外」「学校」など英語教育政策的に大枠を示す

言葉が集まり、「市教委」（右上の四角）の周りには、

「市内」「小学校」「外国」「ALT」「イングリッシュ・

キャンプ」など、具体的な取り組み例を示す言葉が集ま

っている。しかも、極度に密集しており、緊密さゆえ、

ひとかたまりとして認識されたものに思われる。いず

れにせよ、「（都道府）県教委」の自由記述は、英語教

育政策的な大枠の言葉で記述されている傾向があり、

「市教委」は具体的な取り組み例を記述している傾向

があると理解することができる。 
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表 10．抽出語の出現頻度数  

 
 

図 4．抽出語の頻度数 

 
図 2. 共起ネットワーク図  

「（都道府）県教委」と「市教委」 
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次に、②「8. 国際理解に関して念頭においている国

や地域」について検討する。抽出語の頻度数を表 10、
それを可視化したものを図 4 に示す。 
 ここでは、頻度の高い順に「国」「アメリカ」「都市」

「ALT」、「交流」となっている。これを①と同様、描画

したものを図 5 に示す。 
 

 
図 5. 共起ネットワーク図 「（都道府）県教委」と「市教委」   
 
 図 5 では、「（都道府）県教委」（左の四角）と主に結

びついている語は 7、「市教委」（右の四角）と結びつい

ている語は 16 である。回答した「（都道府）県教委」の

数（19）と、「市教委」の数（245）を比較すると 2 倍強

となっている。ここでも「（都道府）県教委」と結びつ

いている語は「国々」「理解」「念頭」「様々」など抽象

的な傾向が強く、「市教委」と結びついている語は「ALT」
「姉妹」「都市」「オリンピック」など、具体的な事柄の

傾向が強い。それは、図 6 の多重対応分析図において

も、同様の傾向を確認することができる。 
 

 
図 6 多重対応分析 「（都道府）県教委」と「市教委」 
 

 ①と②の分析結果から、「都道府県教委」は英語教育

政策的な全体的・抽象的な言葉で多く記述され、「市教

委」は個別的・具体的な取り組み例などを記述している

傾向があると言える。 
 
4.3 自由記述回答から分かったこと 
 自由記述分析結果から、都道府県教委では英語教育

政策に関して様々な取り組みを行なっている一方で、

市教委では、概して共通の取り組みを行なっているこ

とが分かった。また、市教委では、都道府県教委と比べ

てより実践的・具体的な取り組みに関する回答が多く

得られた。英検や GTEC などの外部試験受験助成、小・

中・（高）連携による CAN-DO リストやパフォーマンス

テスト開発、研修会・講演会実施、ALT の積極的雇用・

活用、オリンピック・パラリンピックでのホストタウン

事業との連携、ラグビーW 杯とのタイアップ、海外姉

妹都市との積極的交流など、様々な活動や取り組みが

見られた。こうした取り組みから、市教委では与えられ

た環境を最大限に活かし、英語教育政策に取り組んで

いることが明らかになった。 
 
5. 結論 
 本研究の分析結果より、昨年度、都道府県および政令

指定都市への調査結果で得られた７つのテーマは、都

道府県教委のみならず市教委でも重要視されているこ

とが明らかになった。同時に、市教委では、都道府県に

比べ、テーマの重要度についての平均値が低めであっ

たこと、また具体的な取り組みについては、テキストマ

イニングより、都道府県が「教材」「海外」「学校」など

英語教育の政策に関する大枠を表す語が多いのに対し、

市教委では「小学校」「ALT」「イングリッシュ・キャン

プ」など、より具体的な取り組みを表す共通（類似）し

た語が多いことが明らかになった。 
 この政策の大枠と取り組みへの具体性という特徴の

違いは、都道府県と市という行政レベルの違いの反映

とも考えられる一方、市教委の取り組みに大きな共通

点（類似点）があったことは、各自治体の独自の取り組

みとともに、今後の興味深い研究課題でもある。今後は、

特徴のある自治体への個別インタビューなども含め、

さらに自治体の取り組みの詳細に迫る調査を行ない、

英語教育に対する考え方や政策について明らかにして

いく計画である。 
 
注 
1   本研究は JACETと大修館書店との協議の上に立って計画・

実施する産学連携事業である。 
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